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論文

教学 IRにおける学生調査の手法開発
― 量的アプローチと質的アプローチを併用した学業成績変化過程の検討 ―

川那部　隆　司・笠　原　健　一
鳥　居　朋　子

要　旨
本研究の目的は、教育改善に資するデータの収集と分析を可能にする教学 IRにおける

調査手法の開発であった。具体的には、量的アプローチである質問紙法と質的アプローチ
である面接法とを併用することの有効性を検証した。そのための題材として、学業成績の
変化過程に着目した。二種類の異なるアプローチを用いたことで、成績が向上した学生と
低下した学生との違いとして、将来の目標の明確さや自身の成績に対する評価の違い、そ
れに伴う学習習慣の変容の有無が示された。量的アプローチと質的アプローチの併用は、
実態の把握のみにとどまらず、着目している問題と因果的な関係にある要因の特定をも可
能にする。さらに、この手法は、データの収集、分析、解釈における利点のみならず、レ
ポーティングにおいても、学生実態に対する理解を深めたり、教育改善のための道筋を描
く上で有効であることが示された。

キーワード
インスティテューショナル・リサーチ、学習成果測定、量的アプローチ、質的アプ
ローチ

1．はじめに

1-1．背景と問題
今日の高等教育の重要課題のひとつに、教育の質保証が挙げられる。これを受け、大学の目標
に照らした成果の測定に対する実践的および研究的な関心が集まっている。こうした関心の高ま
りは、21 世紀初頭における高等教育の国際的な展開の中で、欧米をはじめ、日本を含むアジア
やオセアニアの国や地域でも認められる。実践的な側面については、機関調査（Institutional 

Research、以下、IRと示す）がこれを支える機能を果たしており、特に学士課程教育の枠組み
における学生の実態や成長の把握にかかわるデータの収集・分析・報告の一連の活動が、個々の
大学の組織文化やマネジメントの課題に即して進められている。こうした実践的な IRの取り組
みは、日本でも徐々に広がりを見せつつあるが、内部質保証を支えるシステムとしての IRの開
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発は緒に就いたばかりである。そのため、教学領域における適切なリサーチ・クエスチョンの設
定及びデータの収集、妥当な分析手法の選定や、組織内の対話を促進し得るような報告の開発等
は、基礎的、実践的研究の蓄積が必要と考えられる。

1-2．学習調査の手法
教育の質保証という観点からすると、学生の学習成果の測定は、教学領域における IRの最重

要課題のひとつと言えよう。学生の学習成果を大学や学部の教育目標に照らして性格に把握し、
それにポジティブな、あるいはネガティブな影響を与える要因を特定することによって、教育改
善の道筋を描くことが可能になる。
学生の学習成果の測定は、大きく直接評価と間接評価の 2つに分類される（Palomba and 

Banta, 1999）。直接評価とは、正課の教育活動を通じて得られる学生の知識やスキルに対する評
価を意味し、科目試験や標準試験、レポート、プレゼンテーションなどが含まれる。間接評価は、
実際の成果物やスキル等の評価ではなく、学習活動に対する学生自身による認知の評価を意味し
ている。そのため、間接評価には、学習行動や生活行動に対する学生の自己認識や大学が提供す
る教育プログラムへの満足度等、成果に至るまでの過程に対する評価が当てはまる。こうしたプ
ロセスに関するデータは、学生による自己評価ではあるものの、直接評価によって測定される学
習成果と矛盾せず、妥当性があることが示されている（Anaya, 1999; Pascarella and Terenzini, 

2005）。国の内外を問わず、高等教育機関で実施されている多くの学生調査は、間接評価に相当
する質問紙法を採用している。これは、質問紙法が、サンプルサイズが大きい場合に特に有効で、
時間的、経済的コストを抑えながら、調査対象となる集団の全体的な実態把握に適しているため
であろう。しかしながら、質問紙法を用いた量的アプローチには限界もある。そのひとつは、調
査者側が想定していない要因について測定することができないというものである。たとえば、学
習成果の測定に関しては、機関の教育目標に照らした指標について、達成できていると思うか、
何が不足しているかなどを尋ねることで過不足なく必要なデータを手に入れることができる。し
かし、学習成果に影響を及ぼす要因を特定するとなると、特に学生集団の多様化が進む今日の日
本においては、何を指標として用いればよいかを決定することが困難になってしまう。
面接法は、質問紙法と同様、調査研究において頻繁に用いられる代表的な方法である。面接法
の長所のひとつは、当然ながらどのような面接を行うかにも拠るが、質問紙法の短所となってい
る、調査者の想定範囲外の要因を抽出できることである。さらに面接法は、時間を遡って順を
追って質問することができるため、事象の移り変わりや変化のプロセス、および変化の因果関係
をダイナミックに把握することが可能である（社会調査工房オンライン，2004）。こうした面接
法の長所は、教育改善に資するデータを収集し、分析していく教学 IRにおいて、非常に有用で
あろう。実際、米国ワシントン大学では、1999 年秋から 2003 年春まで、入学から卒業までの大
規模な縦断的調査の中に、質問紙法のみではなく、個別面接やフォーカス・グループ等、ポート
フォリオといった質的なアプローチを織り交ぜて用いることで、学生行動のダイナミックな把握
に成功している（Beyer, Gillmore and Fisher, 2007）。しかしながら、面接法にも短所は存在して
おり、時間的、経済的コストが質問紙調査を行う場合よりも高くなってしまう。そのため、面接
法を用いた調査研究においては、サンプルが母集団を代表しているかというサンプリングの問題
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が重要になってくる。さらに、得られたデータはテキストデータとして管理されることになり、
計量的な処理が容易に行えないという問題や、面接者の調査能力や経験によって得られる結果が
異なる可能性が高まってしまう問題も生じてくる。

1-3．本研究の目的
本研究の目的は、教学 IRの中心的な位置を占める学生調査において、それぞれが上述のよう

な長所と短所を持つ質問紙法と面接法とを併用することの有効性を検証することであった。近年、
内部質保証システムの構築への関心が高まる中、国内においても各大学で IRが展開され始め、
調査によって得られた結果をいかにして実際の教育改善に結びつけていくかが課題として認識さ
れるようになっている。その意味において、より教育改善に資するデータを収集し分析していく
教学 IRの手法を開発していくことは意義深いと考える。
ところで、教学 IRは、そもそものリサーチ・クエスチョンを導出することから始まる。何を、
何のために、あるいは誰のために明らかにするのかが定まっていなければ、どのようなデータを
収集し、どのように分析するのか、さらには誰に対して結果をレポーティングするのかが分から
ず、教育改善に結びつかない調査になってしまう危険性が高い。そのため、教学 IRの手法開発
を検討するためには、まずは、適切なリサーチ・クエスチョンを設定する必要がある。
本研究では、学業成績の変化過程に影響を与える要因を特定することを題材とした。ただし、
このリサーチ・クエスチョンは、研究を進めていく上での便宜上のものではなく、本研究の対象
となった X大学 X学部のカリキュラムを検討する教員から出されたものである。X大学は関西
にある大規模私立大学であり、複数のキャンパスに複数の学部を抱え、入試形態も多様であるこ
とから、大学全体はもとより、個々の学部内においても多様な学生が在籍している。対象となっ
た X学部は、積み上げ式のカリキュラムを実施する理系の学部である。そのため、低学年の授
業内容の理解度が低い場合、学年が進行するに伴い、学習面における困難さがより顕著になる。
こうした状況は、X学部が独自に行った学業成績の分析からも示されている。X大学では、学業
成績については GPA制度が導入されているが、X学部が独自に行った分析によると、入学時の
基礎学力試験と入学後の GPAとの間には一定の正の相関が見られた。X学部が積み上げ式のカ
リキュラムであることから、この結果は妥当であると考えることができる一方で、入学時や低学
年時における低学力層をうまく育成できていない部分がある可能性も示唆している。

X学部のこうした問題関心に基づくリサーチ・クエスチョンについて調査を行っていく際、学
生集団の全体的な傾向の把握、因果的関係にあると予想される変数の特定は、質問紙調査のみか
らでは困難である。学業成績は各授業の到達目標の達成度から算出されるが、当然のことながら
正課における授業への取り組み方等だけでなく、正課外における学習、サークル活動や部活動、
友人との交流、アルバイト等も影響しているからである。したがって、学生集団が多様化してい
る現状を踏まえると、予想される要因のすべてを質問紙の中に組み込むことは不可能と言えよう。
本研究で質的アプローチとして採用した面接法は、この点を補うことが可能である。この意味に
おいて、学業成績の変化過程に影響を与える要因という題材は、教学 IRの手法開発を検討する
本研究の目的にとって適したものになっている。
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2．方法

2-1．質問紙調査
2-1-1．対象
私立 X大学 X学部に在籍する学生を対象に質問紙調査を実施した。このうち分析対象とした
2、3年生における有効回答数は 410（2 年生 197、3 年生 213）で、回収率は 79.0%だった。そ
の他の学年を分析対象外とした理由は、1年生では、2時点以上の学業成績データを得ることが
できず、学業成績の変化を捉えることが難しいためである。4年生に関しては、履修科目数の個
人差が大きく、そのことが学業成績の変化に大きく影響する可能性があったためである。
2-1-2．質問項目
質問紙調査では、正課および正課外活動、将来の目標等に関わって以下の 8種類の内容につい
て尋ねた。①入学時点の基礎学力として、数学、物理、国語、英語のそれぞれについて、大学 1
年目に必要とされる力が入学時にどの程度身についていたと思うかを、「全く身についていなかっ
た」から「十分に身についていた」の 4件法で尋ねた。②授業の理解度として、基礎専門科目の
数学と物理、専門科目、外国語科目のそれぞれについて、授業についていくことができた、ある
いはできていると思うかを、「全くついていけない」から「十分についていける」の 4件法で尋
ねた。③授業外の学習時間として、平均的な 1日あたりの学習時間を 6件法で尋ねた。④効果的
だと考える学習方法として、自学自習やグループ学習等の学習を複数選択可能な形式で尋ねた。
⑤授業への取り組み方として、7項目を設定し、「全く当てはまらない」から「とてもあてはまる」
の 4件法で尋ねた。⑥性格や能力にかかわって 9項目を設定し、「全く当てはまらない」から「と
てもあてはまる」の 4件法で尋ねた。⑦今後身につけたい力として、知識や表現等に関わる認知
的側面、態度や行動等に関わる社会的・情緒的側面のそれぞれ 9項目ずつを設定し、今後最も伸
ばしていきたいと考えている項目 5つを尋ねた。⑧将来の目標等に関わって、まず将来就きたい
職業があるかについて、1項目を設定した。また、接続行動・非接続意識尺度項目候補（畑野・
溝上、2011）の中から 7項目を抜粋・一部改訂し、用いた。いずれも「全く当てはまらない」
から「とても当てはまる」の 4件法で尋ねた。これは、溝上・畑野（2011）において、将来の
見通しを持ち（接続意識）、それにかかわる行動を取っている（接続行動）学生ほど高い学習意
欲や成長感を示すという結果が得られており、学業成績の変化過程に影響する要因として検討す
る必要があると考えためである。
質問紙のフェースシート部分には、学生証番号を記入する欄を設けた。これによって、対象者
の GPA、単位取得率を把握した。
2-1-3．手続き
質問紙は、201X年 7月の授業時間内に、授業等の学業成績とは関係がないことが説明された
上で、配布・回収された。所要時間は 15 分程度であった。

2-2．面接調査
2-2-1．対象
質問紙調査に回答した学生の中から、GPAの変化に基づき作成した 3群について、高維持群 9
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名（2年生 5名、3年生 4名）、向上群 9名（2年生 5名、3年生 4名）、低下・不振群 10 名（2
年生 5名、3年生 5名）、計 28 名を抽出し、面接調査の対象とした。
2-2-2．質問項目
面接調査においては、先に実施された質問紙調査の結果を踏まえ、大学での学びに対する意識
や学習方法、成績への自己評価、接続意識が尋ねられた。また、ラポールの形成および生活実態
の把握を目的として、通学時間や所属サークルなども尋ねられた。
2-2-3．手続き
学生が日常的に利用している建物内にある共同研究室において、面接者 1名、学生 1名で個別
に行われた。面接者は X大学で教学 IRを主に担当する教員 3名と、X学部の教員 1名の計 4名
で分担した。面接の開始前に、発話内容が学業成績とは関係がないことの説明を行った。ただし、
特に低下群の学生の場合、直接的に接する機会の多い学部教員との面談は緊張感を増すと考えら
れたため、学部教員は高維持群のみを担当することとした。また、回答に対する学生の抵抗感を
減じるため、通学時間やサークル活動、アルバイト等、学業と直接的には関係のない会話から面
接を始め、ラポールを形成した。発話はすべて ICレコーダで記録した。面接の所要時間は 1人
あたり 30 分程度であった。

3．結果

3-1．質問紙調査の結果
分析に際して、対象者の第 1セメスターの GPAと調査実施年度前期（2年生は第 3セメス

ター、3年生は第 5セメスター）の GPAとの差に基づき 6群を作成した。表 1に、各群の人数
および平均 GPAを示す。
この 6群間で、各変数に対して比較を行った。①入学時点での基礎学力について、一要因分散
分析を行った結果、群間の違いは有意であった（表 2、図 1）。Bonferroni法を用いた多重比較か
ら、数学、物理において高維持群、低下群は他の群よりも、基礎学力が身についていたと考えて
いたことが示された。また、英語において高維持群、低下群、低迷群は他の群よりも身について
いたと考えていたが、国語においては有意な違いは見られなかった。

表 1　学業成績の変化に基づいて設定した各群の人数と平均GPAおよび変化量

　 　 　 第 1セメスター 第 3/5 セメスター 変化量
群 人数 （A） （B） （B-A）

高維持 高く推移 71 3.99 3.85 -0.14
向 上 向上 60 2.57 2.83 0.26
維 持 中程度で推移 149 2.98 2.75 -0.23
低 下 低下 29 3.72 3.15 -0.57
不 振 著しく低下 32 2.85 2.19 -0.66
低 迷 低く推移 69 1.75 1.71 -0.04

全体 410 2.93 2.76 -0.17
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②授業の理解度について、一要因分散分析を行った結果、群間に有意な違いは見られなかった。
つまり、いずれの群でも授業についていけているかどうかに関する自己評価については違いがな
いことが示された。
③ 1日あたりの授業外学習時間について、カイ二乗検定を行った。この際、期待値が 5を下回
るセルがあったため、2時間以上に該当する回答を丸めて分析した結果、群間に有意な偏りが見
られた（図 3、χ2（15）=34.440, p<.01）。残差分析を行ったところ、高維持群は 2時間以上と回
答した割合が高く、30 分未満および 1時間未満と回答した割合が低かった。逆に、不振群は 30
分未満と回答した割合が高く、2時間以上と回答した割合が低かった。
④効果的だと考える学習方法について、4項目それぞれに対してカイ二乗検定を行った結果、
群間の偏りが有意であった（図 4、自学自習、χ2（5）=12.560, p<.01; グループ学習、χ2（5）
=6.597, n.s.; 教員への質問、χ2（5）=13.287, p<.05; 大学の学習サポート、χ2（5）=11.695, p<.05）。
そこで、有意な偏りが見られた項目について残差分析を行ったところ、高維持群は、自学自習、
教員への質問、大学の学習サポートを有効とする学生の割合が高かった。しかし、大学による学
習サポートについては、向上群において有効と考えた学生の割合は低かった。
⑤授業への取り組み方の 7項目について、因子分析（最尤法、プロマックス回転）を行った結
果、2因子が抽出され、各項目に含まれる内容から、「勤勉性」「主体性」と命名した（表 4）。
これら 2因子について、それぞれ平均得点を算出し、一要因分散分析を行ったところ、いずれに
ついても有意違いが見られた（図 5、勤勉性、F（5, 399）=9.354, p<.01; 主体性、F（5, 397）
=4.863, p<.01）。Bonferroni法を用いた多重比較の結果、「勤勉性」について、高維持群は他の 5
群よりも高く、向上群は高維持群を除く他の 4群よりも高くなっていた。また「主体性」につい
ては、高維持群が他の 5群よりも高かった。

図 1　入学時点の基礎学力に対する自己評価 図 2　授業の理解度に対する自己評価
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表 3　  授業の理解度に対する自己評価の分散分析
結果

F df1 df2

基礎専門科目：数学 0.432 5 404
基礎専門科目：物理 1.697 5 403
専門科目 0.435 5 403
外国語科目 1.584 5 402

表 2　  入学時点の基礎学力に対する自己評価の分
散分析結果

F df1 df2 多重比較
（Bonferroni法）

数学 3.908 5 404 ** 高維持・低下＞他 4群
物理 5.022 5 403 ** 高維持・低下＞他 4群
国語 1.065 5 403 　
英語 3.376 5 402 ** 高維持・低下・低迷＞他 4群

** p<.01
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⑥性格や能力について、9項目それぞれに対し、一要因分散分析を行い、有意な違いが見られ
た項目について Bonferroni法を用いた多重比較を行った（図 6、表 5）。結果から、「私は論理的
に考える力がある」について、高維持群は維持群、低迷群よりも高く評価していた。また、「私
は変化や刺激を求めている」において、低下群は、向上群、維持群、低迷群よりも評価が低かっ
た。
⑦今後身につけたい力については、項目数の多さおよび選択されなかった項目等により、サン
プルの偏りが見られたため、統計的検定を行わなかった（図 7-1、7-2）。全体として見ると、専
門領域における知識や技術・ノウハウ、外国語で聞き話す力が多く選択されていた。ただし、一
般教養を選択した割合については、高維持群が著しく高く、約 60%であったのに対し、不振群
では 20%未満であった。また、社会的・情緒的側面については、いずれの群でも、問題解決能
力や論理的思考力、創造力、主体性を身につけたい学生の割合が高かった。ただし、「積極的に
人の先頭に立って行動する力」については低下群が、「自分の気持ちや考えを人に伝える力」「人
と協調して作業を進める力」については不振群が、「倫理観に基づき行動する力」については維
持群が、それぞれ他の群よりも身につけたいとする割合が低かった。

図 5　授業への取り組み方に対する自己評価

表 4　授業への取り組み方の因子分析結果
F1 F2

【勤勉性】 　 　
履修登録した科目は途中で投げ出さない .846 -.089
授業で出された宿題や課題をきちんとする .745 .037
授業に遅刻しないようにする .589 .033
【主体性】 　 　
授業でわからなかったことを何らかの手段
でわかろうとする -.141 .789

授業で興味を持ったことについて主体的に
勉強する .009 .611

授業でのグループワークやディスカッ
ションに積極的に参加する .258 .557

計画を立てて継続的に勉強する .028 .529
分散説明率（%） 35.0 12.5

Chronbach's α .757 .730
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図 3　各群の授業外学習時間の分布 図 4　群ごとの有効だと考える学習方法
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図 7-1　今後身につけたい力（認知的側面）

図 6　性格や能力に対する自己評価

表 5　性格や能力に対する自己評価の分散分析結果

F df1 df2 　 多重比較
（Bonferroni法）

私は人の先頭に立って行動することが好きだ .987 5 400 　 　
私はコミュニケーション能力が高いと思う .656 5 400 　 　
私は人と協調して作業をすることが好きだ .400 5 400 　 　
私は人の気持ちを察することが得意だ 1.315 5 399 　 　
人に自分の気持ちや考えをストレートに表すこ
とが苦にならない .172 5 400 　 　

私は行動力があると思う .863 5 400 　 　
私は論理的に考える力があると思う 3.768 5 399 ** 高維持＞維持・低迷
私は新しいものを創り出していくことが得意だ 1.382 5 400 　 　
私は変化や刺激を求めている 3.192 5 400 ** 向上・維持・低迷＞低下

** p<.01
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⑧将来の見通しと接続意識、接続行動について、将来就きたい職業に関して、一要因分散分析
を行った結果、群間に有意な違いは見られなかった（図 8、F（5, 400）=1.568, n.s.）。接続意識・
接続行動については、溝上・畑野（2011）に基づき、接続意識得点、接続行動得点をそれぞれ
算出し、一要因分散分析を行った（図 8）。結果、いずれについても有意な違いが見られた（接
続意識、F（5, 399）=5.293, p<.01; 接続行動、F（5, 396）=3.302, p<.01）。Bonferroni法を用いた
多重比較の結果、高維持群は接続意識、接続行動のいずれについても得点が高く、将来の見通し
を持ち、将来に向けての行動をとっている傾向が見られた。一方、その他の群は将来の見通しが
明確でなく、将来に向けての行動も取れていなかった。特に接続行動について、向上群はその他
に比べて比較的高く、不振群は最も低かった。

3-2．面接調査の結果
将来の見通し、接続意識・接続行動に関して、質問紙調査の結果に示されていたように、高維
持群の学生も含めて、ほとんどの学生は進路を明確にしているわけではなく、就職するか進学す
るか検討している段階にあった。ただし、高維持群や向上群の学生は「進学はしたいと思ってい
る」や「○○のような仕事ができる仕事に就きたい」といった発言が多く、進路についてある程
度の方向性を見出していることが示された。一方、低下・不振群の学生は「全然考えていない」

図 8　将来の目標および接続意識・接続行動
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や「まだよくわからない」といったものが多く、進路を検討する以前の段階にあることがうかが
えた。
自分自身の成績に対する自己評価について、発話内容に基づき、特に学業成績の変化理由につ
いて焦点を当てて分類を行った（表 6）。向上群においては、9名のうち 7名は、第 1セメスター
の GPAの低さに自ら危機感を抱き、学習習慣の見直しを行っていた。一方、低下・不振群にお
いては、サークル活動等の正課外活動やアルバイトに没頭し、正課の学びに集中できていなかっ
たことが明らかになった。低下・不振群のうち学業成績低下の原因について、授業内容の困難さ
が増したことを挙げたのは 10 名中 1名のみであった。また、向上群と低下・不振群のいずれの
群においても、特に変化を感じていないと回答した学生が 1名ずつ見られたが、実際には 2名の
GPAは大幅に変化していた。
大学での学びに対する意識として、向上群、低下・不振群のいずれにおいても、試験前以外の
時期での学習として、レポートや課題が課されたとき以外はほとんどしないという点で共通して
いた。また、専門科目の授業についていけているかどうかの自己評価は異なっていたが、「難し
いが面白い」と考えている点も類似していた。しかし、一般教養に関する科目については、向上
群の学生の数名から「初めて聞く話が多くて新鮮」「難しくて好きではないが、必要性は分かる」
といった発言があったのに対し、低下・不振群の学生においてはそのような発言は聞かれず、全
員が一般教養に関する科目に対して学ぶ意義が見出せていないことがうかがえた。

表 6　向上群および低下・不振群における学業成績変化の理由に対する自己分析
【向上群】
・第 1セメスターの成績を見て、危機感を抱いた（7名）
　全体と比較した場合、それほど低い成績ではない学生もおり、個人の中で想定していた成績
との比較が行われている可能性が高い。
・大学生活に慣れ、学習が楽しくなった（1名）
　具体的には「慣れていない一人暮らしということもあり、1回生前期は生活するだけで苦労
したが、生活が落ち着き始め、授業に出ていると、大学での学習が楽しくなってきた。」と説
明した。
・変化を感じていない（1名）
　実際には 1回生前期 1.77 から 2回生前期 3.57 と大幅に向上していた。
【低下・不振群】
・サークルに没頭した（4名）
　実際にサークルでの活動自体に没頭したのは 1名で、残り 3名はサークルの友人との遊びを
授業よりも優先していた。
・アルバイトが忙しかった（2名）
　具体的には「授業が終わってから、深夜までアルバイトをしていると、予習や復習をする時
間が取れない。」と説明した。
・テレビゲームに熱中した（1名）
　具体的には「大学生になって一人暮らしを始めると、誰の目を気にすることなく、遊ぶこと
ができるようになったと感じた。」と説明した。
・授業が難しくなり、ついていけなくなった（1名）
　具体的には「授業の難易度が上がると同時に、課題が増え、授業についていけなくなった。」
と説明した。
・変化を感じていない（1名）
　実際には、GPAは 2.0 低下していた。
表中のカッコ内の数値は回答者の人数を表わす。
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4．考察

4-1．学業成績の変化過程
本研究の質問紙調査からは、学業成績を高く維持している学生と低下した学生との間に、自身
の入学時点における基礎学力の自己評価や学習への取り組み方、将来に対する考え方などさまざ
まな点で違いが見られた。こうした結果は学業成績の変化の各パタンを示した学生の特徴やそれ
ぞれの違いを示しているものの、なぜ学業成績が高く維持されているのか、向上あるいは低下し
たのかといった理由については明確にしていない。一方で、質問紙調査に続く面接調査の結果か
ら、将来についての意識、大学の成績に対する自己評価や大学での学びの意義付けという点にお
いて、両群に違いが見られた。具体的には、学業成績を高く維持している学生や成績が向上した
学生は、将来の進路について、具体的とまではいかないまでも、ある程度の方向性を持っている
のに対し、成績が低下した学生は、方向性自体も定まっていなかった。また、大学での成績に対
する自己評価については、成績が向上した学生は、自分の予想を下回る結果に対して危機感を抱
くという経験をしていた。彼らは、そうした危機感から、学習時間を意識的に増やしたり、授業
態度を改めたりといった、学習行動を適切に変容させていた。一方、成績が低下した学生は、自
身の成績に対する危機感が弱い、あるいは危機感を抱いたとしても、サークルやアルバイト等の
活動に没頭し、学習習慣を見直すことができていなかった。さらに、大学での学びに対する意義
付けに関しては、多くの学生が一般教養にかかわる授業に対する動機付けが高くはなく、専門領
域の授業を志向する傾向にあった。しかし、成績を高く維持している学生や成績が向上した学生
においては、一般教養の将来的な重要性を十分に理解していることが示された一方、成績が低下
した学生においては、大学における一般教養の授業を不要とする考えが見られた。溝上・畑野
（2011）によると、将来の目標をより明確に定めている学生ほど、正課、正課外を問わず、充実
した学生生活を送っている。本研究の結果と関連づけて考えると、将来の目標が、たとえ方向性
だけであっても、ある程度明確なものになってくると、自己の成績に対する危機感やそれに伴う
学習習慣の変容が生じたり、一般教養に対する重要性の認識が高まるのかもしれない。また、学
業成績が低下した学生については、入学後の学習習慣が欠如していたことが示されことは、適切
な課題を与え、学び方を教えるといった初年次教育や、学びの意義付けの弱さを補うよう、目標
設定を支援する広義のキャリア形成支援への示唆を含んでいると言えよう。

4-2．量的アプローチと質的アプローチの併用の効果
本研究では、学業成績の変化過程に影響を与える要因を題材に、教学 IRにおける量的アプ
ローチと質的アプローチを併用することの効果を検証することを目的とした。結果から、学業成
績を高く維持している学生と低下した学生では、接続意識や接続行動が異なるという実態の把握
だけでなく、それと因果的な関係にある大学の学びへの意識や学習習慣の違いが示された。さら
に面接調査は、質問紙調査のみからでは明らかにされなかった、成績が向上した学生と低下した
学生との違いとして、将来の目標の明確さや自身の成績に対する評価、それに伴う学習習慣の変
容が示された。面接調査は、変化過程や因果関係のような変数間のダイナミックな関連を見出す
際に有用（社会調査工房オンライン，2004）だが、これは、たとえある特定の時点における調
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査であっても、学生自身による回想から経年データに近い情報を詳細に得ることが可能であるこ
とに起因している。したがって面接調査は、カリキュラムを検討する学部教員が、関連する要因
も含めて変化過程を把握する際に有用であると言えよう。
教学 IRという観点からすると、本研究で採用した量と質の二側面からのアプローチは、デー
タの収集および分析といったプロセスのみではなく、レポーティングのプロセスにおいても有用
であった。本研究の結果を、X学部教授会にて報告した際、出席した教員からは、「平均からは
学生の姿が見えないが、学生の生の声が聞けてよかった」や「肌感覚にあう結果だった」という
声が聞かれた。このことは、量的なアプローチのみではなく、質的なアプローチによって得られ
た結果も併せて報告することによって、実際の教育現場で学生と接する教員が、学生の学びの実
態や学業成績に影響を与える要因についての理解を促進し、教育改善に対する姿勢を一層促した
と考えられる。実際に、X学部教授会でのレポーティングを契機とし、X学部 Y学科の一部の教
員と対話する機会が得られた。Y学科の教員集団は、既に単位僅少学生や学習に対し困難さを抱
いている学生について問題関心を寄せており、初年次教育やリメディアル教育を提供していた。
こうした既に問題関心を有している教員集団との対話は、特に、教学 IRを担当するスタッフが
学部外のオフィスやセンターに属している場合は、結果をいかにして実際の教育場面に活用して
いくかといったことを考える上で欠かすことができない。この意味で、量的アプローチと質的ア
プローチを併用することは、単に要因間の因果関係や時間的な変容といったダイナミックな把握
が可能になるだけでなく、レポーティングの質を高め、教学 IRと FDとのリンケージを図る上
で有用であると言えよう。
量的アプローチと質的アプローチの併用には、教育改善に資するデータを収集、提供する上で
有用である一方、調査に多くの時間や労力を要するといった問題もある。ただし、コストの多少
は、結果を受けた学部側の満足度やその後の教育改善の実施等から判断する必要があるだろう。
たとえば、本研究では、調査対象となる学生が所属している X学部のカリキュラムを検討する
教員が面接者として調査に加わっている。このことによって、精度の高い調査設計および結果の
解釈が可能になり、さらには、教学 IRとFDとのリンケージがスムーズに図れたことを考えると、
調査に要した時間や労力は無駄ではなかったと言えるだろう。

4-3．今後の課題
本研究では、教学 IRにおいて量的アプローチと質的アプローチを併用することの有効性が示
された。今後は、本研究の対象となった積み上げ式とは異なるカリキュラム体系を持つ人文・社
会系学部に対しても、量と質の二側面からのアプローチが有効であるか検証することが求められ
る。また、本研究では学部教員が面接者として調査に参加することの有効性についての示唆が得
られた。しかしながら、学生の実際の行動や考えを正確に引き出すためには、面接者としての一
定の知識やスキルが必要である。教学 IRを専門的に担っていない学部教員が面接者となった場
合の問題点や留意点等を整理し、それらをどのように克服していくかについて検討が必要だろう。
さらに、教学 IRの手法を開発する上で、大学や学部の規模も検討すべき重要な要因である。た
とえば、小規模大学であれば、在籍している大多数の学生に対して質的アプローチとして面接調
査を行っても、それほど多くの時間を要さないことが予想される。そうした場合、質問紙調査を
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実施しなくても、実態の把握と因果関係の特定の両方が可能になる。このことから、量的アプ
ローチと質的アプローチの併用がどのような状況で、またどのようなリサーチ・クエスチョンに
対して特に効果を発揮するかについて今後検討していく必要があるだろう。
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A Study on the Process of Academic Performance Change by the Combined Use of Quantitative and 
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Abstract
The purpose of this study was to develop a student survey method of institutional research, 

which enables data collection and analysis for educational improvement. Specifically, the 

effectiveness of a combined use of questionnaire method as quantitative approach and interview 

method as qualitative approach was examined. The material of this study was changing process 

of academic performance. By using the two different approaches, the results showed the 

differences between students who did better academically and those who experienced a drop in 

performance in the degree of unambiguity of future goal, perception of academic performance, 

and the presence of learning behavior modification. The combined approach enables not only 

comprehension of the situation but also specification of variables causally related to focusing 

issues. Furthermore, this study showed its effectiveness in the reporting phase for deep 

understanding of student experiences and drawing a road map toward educational improvement.
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Institutional research, learning outcomes assessment, quantitative approach, qualitative approach


